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次期山形県産業振興ビジョン（案）に寄せられた意見の概要と意見に対する 

山形県の考え方 

 

 

１ 意見の募集期間       令和７年３月５日～令和７年３月 24 日 

 

２ 提出された意見の件数  １２件（意見人数１人） 

 

３ 提出された意見の概要及び意見に対する山形県の考え方 

意見の概要 山形県の考え方 

（意見１） 

山形県産業振興ビジョンを審議した山形県

産業構造審議会委員名簿にこれからの山形県

を担う学生が委員になっていないことを疑問

に思います。山形県人口ビジョン(令和７年改

訂版)(案)の１５ページの図表２２の県内大学

等卒業者の県内就職の状況によると県外の割

合が大きくなっています。 

このことから、何故、大学生は県外就職を選

択するのか、また、大学生が就職を望む産業と

は何か、当事者である大学生の意見を反映させ

る必要があると思います。 

 

山形県産業構造審議会は学識経験者、金融、労

働、ものづくり、商業、観光、デジタル、人づく

り、スタートアップ、ブランディング等、それぞ

れの業界を代表するとともに、地域バランスや年

齢、性別にも配慮し、社会情勢の変化に対応した

提言が期待できる委員構成としております。 

今回の次期産業振興ビジョン策定に係る審議

においても、大学生と直接接する機会の多い委員

の意見を通じて、当事者の意見をビジョンに反映

させております。 

今後とも審議会委員の選定に当たっては、大学

生を含め、多様な当事者の意見が産業振興施策に

反映できる構成となるよう配慮してまいります。 

 

（意見２） 

５ページの「２ 本県産業を取り巻く環境①」

の《産業経済》について、「国内を訪れる外国

人観光客（インバウンド）は、今後も大きく増

加することが見込まれる。」とありますが、現

状は外国人観光客（インバウンド）は大都市圏

に集中している現況にあります。 

山形県では外国人観光客（インバウンド）の

取り込みが課題となっているのではないでし

ょうか。 

 

 

 ご意見をいただいた課題に対応するため、次期

産業振興ビジョンでは、インバウンドの増加をプ

ラス要因と捉え、本県の強みである自然や食、温

泉、精神文化等の地域資源を活かした付加価値の

高い観光コンテンツの造成・発信等により本県へ

の誘客を促進する取組みを行っていきたいと考

えております。 
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（意見３） 

 ７ページの「労働生産性（製造業従業者１人

あたり付加価値額）」は平成２３年と比べ令和

４年は約 1.47 倍に増加している。一方、「１人

あたり県民所得の全国順位」では、平成２３年

度と比べ令和３年度は約1.17倍となっている。 

このことは製造業以外の産業の労働生産性

が低いということでしょうか。 

 

 

 「令和３年度県民経済計算（山形県）」によれ

ば、第１次産業（農林水産業）や第３次産業（電

気・ガス・水道等、卸売・小売業、運輸・郵便業、

宿泊・飲食サービス業など）の労働生産性（県内

総生産÷県内就業者数）と比較して、製造業を含

む第２次産業の労働生産性の方が高くなってい

るようです。 

ただし、製造業以外の産業の労働生産性と 1人

あたり県民所得の相関関係についての詳細は把

握しておりません。 

 

（意見４） 

７、８ページの「３ 現行ビジョン（令和２

年度～６年度）の振り返り」について、「製造

業付加価値額」、「労働生産性（製造業従事者１

人あたり付加価値額）」、「県内新規高卒者の県

内就職率」、「公共職業訓練（学卒者）の県内就

職率」、「社会保険労務士等の専門人材等の派遣

企業数（累計）」、「山形ファンクラブ会員数」、

「海外取引を行う県内企業数」、「県産品の輸出

額（山形県国際経済振興機構支援分）」、「公共

職業訓練（離職者訓練）の修了者における就職

率」は直近値で計画策定時より改善しています

が、目標値を達成していない状況です。 

 

次期産業振興ビジョンでは、上位計画である山

形県総合発展計画の目標指標と整合をとりつつ、

本県の産業振興策を検討するうえで重要な指標

として、引き続き４つの主要目標を含めた１６指

標を現行ビジョンから継続しております。 

また、次期ビジョンに基づく重点的取組みを的

確に評価検証するため、現行ビジョンの指標から

一部内容を再編して設定した指標と、今回新たに

設定した指標があわせて１４あります。 

なお、現行ビジョンから廃止となっている指標

が４つありますが、次期ビジョンで設定した指標

により、取組みの評価検証等がより的確にできる

ものとして整理しております。 

以上により、「製造業付加価値額」、「労働生

産性（製造業従事者１人あたり付加価値額）」、

「県内新規高卒者の県内就職率」、「公共職業訓

練（学卒者）の県内就職率」、「山形ファンクラ

ブ会員数」及び「県産品の輸出額（山形県国際経

済振興機構支援分）」の６つの指標については、

次期ビジョンでも引き続き目標値の達成に向け

て取り組んでまいります。 

また、現行ビジョンの「社会保険労務士等の専

門人材等の派遣企業数（累計）」、「海外取引を

行う県内企業数」及び「公共職業訓練（離職者訓

練）の修了者における就職率」の３つの指標につ

いては、次期ビジョンでは各々「職場環境改善ア

ドバイザーの派遣企業数」、「県産品の輸出額（山
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形県国際経済振興機構支援分）」及び「従業員の

リスキリングに取り組む企業の割合」の各指標に

より的確に取組みの進捗を評価検証し、効果的な

施策展開につなげていきたいと考えております。 

（意見５） 

 １３ページの「ミッション」について、「第

４次山形県総合発展計画の基本目標『人と自然

がいきいきと調和し、真の豊かさと幸せを実感

できる山形』の実現」となっていますが、ビジ

ョンでは山形県の自然について触れていませ

ん。ビジョンでも山形県の自然資産を生かした

ビジョンとしないのでしょうか。 

 

 次期産業振興ビジョンでは、行動指針（ＭＶＶ）

を設定し、これを広く産業界に関わる方々と共有

しながら取り組んでいくこととしております。 

 その中で、バリュー（大切にする価値観・行動

指針）の１つに「世界共通の目標となるＳＤＧｓ

の理解を深め、また、そうした視点から、山形な

らではの特性・資源の価値を評価・活用」を挙げ、

本県の強みである自然や食、温泉、精神文化等の

地域資源の保全・活用による産業振興を図ってい

くことで、県民の誇りと愛着の醸成につなげてい

きたいと考えております。 

 

（意見６） 

１５ページの「２０３５年の未来像」につい

て、学生、女性、若者、外国人など多様な人材

や企業同士が新たな価値創造のために交流・連

携し」と記載がありますが、学生、女性、若者、

外国人など多様な人材が交流・連携する現在の

取組みや状況及び施策展開の方向性はどのよ

うなものですか。 

 

 学生、女性、若者、外国人など多様な人材の交流・

連携に係る現在の取組みや状況については、これま

で最上地域をモデルエリアとして、１５０を超える

民間企業・団体・個人が垣根を越えて議論を重ね地

域課題を解決するビジネスを生み出すことを目指し

た事業を実施してきております。 

また、県、大学や高校、企業等が連携して立ち上

げた若者がＸＲの活用を通してものごとを生み出す

面白さや、やりたいことを実現するコミュニティで

ある「ヤマガタリアルメタバース研究所」において、

デジタル人材の育成等に取り組んでおります。 

今後の施策展開の方向性については、県内各地に

おける地域課題解決型のビジネスの創出に向けて、

市町村を核とした支援体制の構築を推進していくと

ともに、新事業創出や産業の高付加価値化に向けて、

引き続き「ヤマガタリアルメタバース研究所」を中

心とした産学官の連携体制のもと、デジタル人材育

成、ＸＲ技術導入支援等に取り組んでまいります。 

さらに、令和６年１２月に県、米沢市、米沢商工

会議所及び山形大学工学部の４者で締結した「イノ

ベーションの創出に向けた連携にかかる基本合意
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書」に基づき、大学と県内外の企業との交流や起業

を目指す若者の交流など、多様な人が交流するため

の仕組みづくりに取り組んでいきたいと考えており

ます。 

 

（意見７） 

１５ページの「（１）イノベーションと新ビ

ジネスの創出促進」について、産学官連携のた

めのプラットフォームはありますか。 

 

産学官連携のためのプラットフォームとしては、 

県内企業のＤⅩを推進していくため産学官金連携で

構成した「山形県ＤⅩ推進ラボ」、県、大学や高校、

企業等が連携して立ち上げた若者がＸＲの活用を通

してものごとを生み出す面白さや、やりたいことを

実現するコミュニティである「ヤマガタリアルメタ

バース研究所」のほか、置賜地域のポテンシャルを

活かした新たなイノベーション創出のための取組み

を検討するために県、米沢市、米沢商工会議所及び

山形大学工学部の４者で立ち上げた「イノベーショ

ン共創ミーティング」などがあります。 

 

（意見８） 

１６ページの「（２）大学研究等を起点とし

た産業集積の促進」の現在の取組みや状況に農

林水産分野の取組みはありますか。バイオ関連

産業の集積促進に向けた同研究所と県内企業

との共同研究や事業化への支援がそれにあた

りますか。 

 

 「（２）大学研究等を起点とした産業集積」の

うち農林水産分野に関連する現在の取組みにつ

いては、（ご意見のとおり）バイオ関連産業の集

積に向けた同研究所と県内企業との共同研究や

事業化の支援の中で、食品産業等における農林水

産物を活用した新たな価値創出に取り組んでお

ります。 

 

（意見９） 

 １６ページの施策展開の方向性の「戦略的な

企業誘致」にある県外企業の研究開発部門は、

学術・研究機関と関連性のある企業の研究開発

拠点の誘致等により関連産業の集積を図るこ

とにつながる事業となりますが、これは具体的

には本県の強みである学術・研究機関における

バイオテクノロジーを活用した研究や高分

子・有機材料などの研究分野となるのでしょう

か。 

 

 

戦略的な企業誘致については、バイオテクノロ

ジーなど本県の強みや優位性を活かせる分野の

誘致のみならず、それ以外にも、若者が大学等で

学んだ知識やスキルを活かせる就業の場となる

県外企業の研究開発部門や本社機能の誘致や、女

性や若者の志向に応じた就業の場となるＩＴ・デ

ザインなどのソフト産業の誘致にも取り組んで

いきたいと考えております。 
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（意見１０） 

１７ページの「（３）科学技術振興施策の推

進」の「研究開発の推進、研究成果の迅速な移

転・活用による豊かな県民生活の実現」は目標

指標を設定されていますか。 

 

 

次期産業振興ビジョンに統合される「山形県科

学技術政策総合指針（令和３年度～７年度）」を

踏まえ、主要目標である「１人あたり県民所得の

全国順位」と、参考指標として柱１の（１）イノ

ベーションと新ビジネスの創出促進の目標指標

の１つである「工業技術センターによる技術移転

件数」により的確に取組みの進捗を評価検証し、

効果的な施策展開につなげてまいりたいと考え

ております。 

 

（意見１１） 

１７ページの「（３）科学技術振興施策の推

進」の「産業を担う科学技術人材の確保」につ

いて、大学や産業技術短期大学校・工業高等専

門学校等の施策展開の方向性はどのようにな

りますか。 

 

 

 次期産業振興ビジョンに統合される「山形県科

学技術政策総合指針（令和３年度～７年度）」を

踏まえ、大学等については、高度な科学技術系教

育の推進に向けた高等学校と大学・研究機関等と

の連携、県内産業の次世代を担う実践的な技術・

技能を備えた人材の育成に向けた高等学校と大

学などの高等教育機関や県内企業等との連携の

拡充などに取り組んでいきたいと考えておりま

す。 

また、産業技術短期大学校をはじめとする県立

職業能力開発施設などの産業系高等教育機関に

ついては、本県の産業を担うリーダーを育てる視

点から専門的かつ実践的な教育プログラムを展

開するとともに、ものづくりに携わる企業人など

に対し一般的な技術高度化研修のほか、求められ

る技術や知識に合わせた教育システムを取り入

れながら、職業能力の向上を図っていきたいと考

えております。 

さらに、企業の技術者や研究者等の社会人に多

様な学びの場を提供するため、県内大学と連携

し、リカレント教育を推進していきたいと考えて

おります。 

加えて、県内大学や企業、自治体等の連携によ

り若者の県内定着にも取り組んでまいります。 
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（意見１２） 

 １８ページの「（４）地域資源のリブランデ

ィングとグローバル展開の拡大」の施策展開の

方向性について、「酒田港の取扱貨物量の増加

や定期コンテナ航路の利便性向上等に向けた

積極的・戦略的なポートセールスを展開する。」

とありますが、取扱貨物の 55.2%（輸入貨物の

87.9%）を石炭が占めています。 

令和６年５月に酒田港内航航路が開設され

ましたが、このことは、モーダルシフトによる

物流機能の強化と環境対策に資する取組みで

あり、この航路の利用拡大が進む施策の強化を

望みます。具体的な目標指標には量的ものを示

していますが、取扱貨物の品種の展開の方向性

はどのようになりますか。 

 

 

 酒田港の物流拠点としての利用拡大について

は、令和６年５月に酒田港初の内航フィーダー航

路が開設され、物流の２０２４年問題を解決する

１つの方法として陸送から海上輸送に転換する

モーダルシフトが実現できるようになったこと

を踏まえ、物流決定権限を有する首都圏の本社・

商社等への働きかけや酒田港の後背圏及び内陸

に立地する企業へのアピールを行うなど、官民一

体となった戦略的なポートセールスを実施して

いきたいと考えております。 

また、コンテナ貨物利用促進助成などにより、

原木、工業品、日用品、再利用資材等の輸移出や、

化学薬品、豆類、食品、木材チップ及び薪炭等の

輸移入など、酒田港の利用拡大に向けて積極的に

取り組んでいきたいと考えております。 

 

 


